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第１ 総 則 

１ 目 的 

この要領は、隊員の退職管理業務について（通達）（海幕援第１３０ 

号。２９．５．２６）（以下「退職管理通達」という。）に示された退職 

管理業務に係る事務処理について必要な事項を定め、事務の円滑な実施 

に資することを目的とする。 

２ 用語の定義 

   この通知において用いる用語の定義は、退職管理通達に定めるところ

によるほか、次の各号に定めるところによる。 

 (1)  退職予定日 

    現階級における定年に達する日をいう。 

 (2)  援護依頼 

     就職援護担当部隊等の長が、若年定年等隊員の就職希望地の地理的 

状況等から、他の就職援護担当部隊等又は自衛隊地方協力本部（以下

「地本」という。）に就職援護を依頼することをいう。 

 (3)  公的部門受験対策講座 

他自衛隊が実施する部外技能訓練のうち、警察官又は消防官等へ

の再就職を希望する入隊２年目以降の任期制自衛官に対し、採用試

験に合格すると認められる程度の能力を付与するための訓練をいう。 

 

第２ 離職後の就職に関する承認手続等 

１ 在職中の求職規制に係る例外承認 

(1) 海幕補任課長は、退職管理通達第３第１項第１号に規定する申請書

について、提出者の職務と利害関係企業との関係等について確認を行

うものとする。 

(2) 海幕援護業務課長は、海幕補任課長が行う確認に際し、必要に応じ

協力するものとする。 

(3) 部隊等の長は、海幕補任課長が行う確認に際し、必要に応じ協力す

るものとする。 

２ 再就職者による依頼等の規制に係る例外承認手続 

(1) 海幕援護業務課長は、退職管理通達第３第２項に規定する申請書に

ついて、提出者の離職時及び離職前の状況等について確認を行うもの

とする。 
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(2) 海幕補任課長は、海幕援護業務課長が行う確認に際し、必要に応じ

協力するものとする。 

 

第３ 就職援助業務に関する事務処理要領 

１ 就職援護 

(1)  事前調査 

   ア 就職希望事前調査票等の作成 

     就職援護担当部隊等の長は、下表のとおり対象となる若年定年等

隊員に事前調査に必要な就職希望事前調査票（以下「事前調査票」

という。）（別紙様式第１・別紙様式第２）及び職務経歴書（別紙様

式第３）（３佐以下の者については必要時）を作成させる。 

任期制自衛官が作成する事前調査票は、分隊長が確認する。 

就職援護 

担当部隊 

等の長 

対象者 

作成書類 作成時期 
階 級 所 属 

海幕人教部長 ２佐以上 
全ての部

隊等 

事前調査票： 

１部 

職務経歴書： 

１部（３佐以

下の者は必要

時） 

退職予定

日の３年

前 
就職援護担当

部 隊 等 の 長

（海幕人教部

長を除く。） 

３曹以上 

３佐以下 

各担当部

隊 
海 士 

(任期制自

衛官） 

事前調査票： 

１部 

任期制士将

来設計教育

終了後速

やかに 

イ 再就職援護方針の策定等 

 (ｱ) 就職援護担当部隊等の長は、事前調査票の内容を人事システム

（就職援護機能）に入力するとともに、自らの担当地域での就職

を希望している若年定年等隊員については就職援護方針を策定

する。 

 (ｲ) 就職援護担当部隊等の長は、自らの担当地域以外での就職を希

望している若年定年等隊員がいる場合は、人事システム(就職援

護機能)に援護依頼先となる就職援護担当部隊等名を入力すると

ともに、依頼先の就職援護担当部隊等に連絡する。連絡を受けた

就職援護担当部隊等の長は、所属する援護業務課長等に当該若年

定年等隊員の就職援護方針を策定させる。 
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 (ｳ) 就職援護担当部隊等の長は、地本に援護依頼する必要を認めた

場合は、事前調査票受領後６か月以内に援護依頼ができるように、

当該若年定年等隊員に対し就職希望調査票（以下「希望調査票」

という。）、履歴書及び求職票の作成及び提出を行わせるものとす

る。 

(2)  求職の手続 

ア 希望調査票等の作成 

   就職援護担当部隊等の長は、若年定年等隊員に下表のとおり求 

職手続きに必要な希望調査票（別紙様式第４)、履歴書（別紙様 

式第５）及び求職票（別紙様式第６）を作成させる。 

就職援護 

担当部隊 

等の長 

対象者 

作成書類 作成時期 
階 級 所 属 

海幕人教部

長 
２佐以上 

全ての部

隊等 

希望調査票： 

１部 

履歴書：２部 

求職票：１部 

※就職援護を

希望しない者

は、希望調査

票のみ提出 

退 職 予 定

日 の ２ 年

前 就職援護担

当部隊等の

長（海幕人教

部 長 を 除

く。） 

３曹以上 

３佐以下 

各担当部

隊 
海 士 

(任期制自

衛官） 

任期満了 

１年前 

 (ｲ) 部隊等の長は、任期制自衛官の希望調査票の作成に当たり、分 

隊長に面接を実施させるものとする。 

 (ｳ) 部隊等の長は、希望調査票の内容を確認し、所定の位置に署名

する。 

イ 他の就職援護担当部隊等の長への援護依頼等 

就職援護担当部隊等の長は、他の就職援護担当部隊等の長に援

護依頼する必要があると認める場合は、当該職業紹介希望隊員の

希望調査票等を添付し、希望調査票受領後６か月以内に別紙様式

第７により依頼する。  

        なお、３佐以下の職業紹介希望隊員が防衛省と契約実績のある営

利企業等との再就職を希望する場合は、横須賀地方総監と援護依頼

先について調整する。 

ウ 地本への援護依頼 

      (ｱ) 海幕人教部長及び各地方総監は、地本に援護依頼する場合は、

当該地本を監督する方面総監へ援護依頼することができる。 

(ｱ) 
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    (ｲ) 就職援護担当部隊等の長(海幕人教部長及び各地方総監を除

く。)は、地本に援護依頼する必要があると認める場合は、自ら

の所在地を警備区とする地方総監へ当該希望調査票等を送付す

る。 

エ 求職票の取次 

     就職援護担当部隊等の長は、求職票に必要事項を記入後、担当す

る援護協会の支部、又は援護協会本部の船員職業紹介所に送付す

る。 

オ 人事システム（就職援護機能）への入力 

     希望調査票の原本を保管している就職援護担当部隊等の長は、希 

望調査票等の受領日、受領した希望調査票の内容、就職援護担当部 

隊等名、担当援護協会支部名等、必要なデータを人事システム（就 

職援護機能）に入力し、就職援護業務の進捗状況に応じて更新する。 

     なお、地本へ援護依頼した職業紹介希望隊員の人事システム(就

職援護機能)への入力については、地本へ援護依頼する必要がある

と認めた就職援護担当部隊等の長が実施する。 

     カ 希望調査票等の管理 

     希望調査票、履歴書及び求職票の保存期間は、原本又は写しに 

かかわらず１０年とする。 

(3) 求人票の取次 

就職援護隊員は、企業等から求人の申し出があった場合、求人を

申し出た企業等に対し求人票（別紙様式第８）の提出を求め、援護協

会の支部に取り次ぐものとする。ただし、船員の求人については、求

人票（別紙様式第９）の提出を求め、これを援護協会本部の船員職業

紹介所に取り次ぐものとする。 

 (4) 利害関係確認表の確認 

  ア 海幕補任課長は、退職管理通達第５第 1 項第６号の利害関係確

認表について、提出者の職務と利害関係企業との関係等の確認を

行うものとする。 

イ  部隊等の長は、海幕補任課長が行う確認に際し、必要に応じ協

力するものとする。 

２ 職業訓練及び退職管理教育 

(1) 対象者 

ア  職業訓練及び退職管理教育の対象者は、退職管理通達別表第２ 

のとおり。 

    イ 部外技能訓練において、３佐以上が訓練可能な課目は、下表のと
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おりとする。 
番号 訓 練 課 目 備  考 
１ 介護職員初任者研修  
２ キャリアコンサルタント  
３ 危機管理士  
４ 事業継続管理者  
５ 海技士  

 (2)  職業訓練及び退職管理教育の手続 

別表第１に基づき、以下の手続を行う。 

  ア  参加希望者の調査 

(ｱ)  海幕人教部長は、上級管理講習の計画を実施者と調整の上、部 

隊等の長に通知する。 

 (ｲ) 各地方総監は、職業訓練及び退職管理教育（上級管理講習を除 

く。）の計画を実施者と調整の上、関係する部隊等の長に通知する。 

(ｳ) 部隊等の長は、海幕人教部長に上級管理講習の参加希望者を通 

知するとともに、関係する地方総監に職業訓練及び退職管理教育

（上級管理講習を除く。）の参加希望者を通知する。 

(ｴ) 呉及び大湊地方総監は、別表第１付表の基準に基づき他地方総 

    監が参加者の調整をする中級管理講習への参加希望者を通知する。 

(ｵ) 各地方総監は、職業訓練の参加希望者数を取りまとめ、海幕人 

教部長に通知する。 

イ 実施基準枠等の通知 

      (ｱ) 海幕人教部長は予算、参加希望者数等を考慮し、職業訓練の実 

施基準枠を各地方総監に通知する。 

      (ｲ) 海幕人教部長は、上級管理講習の参加予定者を実施者及び関係 

する部隊等の長に通知する。 

(ｳ) 各地方総監は、実施基準枠に基づき、職業訓練の参加予定者を 

選定し、職業訓練の実施者及び関係する部隊等の長に通知する。 

   (ｴ)  各地方総監は、中級管理講習及び就職補導教育の参加予定者を 

を選定し、実施者及び関係する部隊等の長に通知する。中級管理 

講習については、呉及び大湊地方総監は、それぞれ舞鶴及び横須 

賀地方総監と参加予定者を調整する。 

ウ 職業訓練等の実施 

(ｱ)  実施者は、各地方総監からの通知に基づき、職業訓練及び退職 

管理教育の実施要領を作成し、関係する部隊等の長に通知すると 

ともに、海幕人教部長及び関係する地方総監に写しを送付する。 
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(ｲ)  各地方総監は、職業訓練及び退職管理教育（上級管理講習を除 

く。）の実施に関するデータを人事システム(就職援護機能）に入 

力する。 

(ｳ) 公資格取得に伴う交通費及び受験料並びに免許取得に伴う交通 

費、受験料及び免許手数料は個人負担とする。 

エ 実施の報告 

職業訓練及び退職管理教育の実施者は、実績を海上幕僚長に報告 

する。 

３ 進路相談 

部外の専門的知識を有している者が常駐している就職援護担当部隊 

等の長は、四半期ごとに進路相談手続きの業務実施状況を、四半期終 

了の翌月１５日までに、別紙様式第１０により、海上幕僚長へ報告す 

る。 

 

第４ 就職援助の効果を高めるための業務 

１ 就職援護広報 

就職援護担当部隊等の長は、体験搭乗及び体験航海の実績について、 

年度終了後３０日以内に人事システム（就職援護機能）に所要のデータ 

を入力する。 

２ 将来設計に関する教育 

    別表第２に基づき、以下の手続を行う。 

(1) 参加希望者の調査 

ア 海幕人教部長は、能力開発設計集合訓練の計画を実施者及び部

隊等の長に通知する。 

イ 各地方総監は、任期制士将来設計教育の計画を実施者及び関係

する部隊等の長に通知する。 

    ウ 部隊等の長は、東京地区能力開発設計集合訓練の受講希望者に

ついては海幕援護業務課長に、その他地区の能力開発設計集合訓練

及び任期制士将来設計教育の受講希望者については実施者へ通知

する。 

  (2) 教育の実施  

ア 実施者は、能力開発設計集合訓練及び任期制士将来設計教育に

関する細部実施要領を作成し、当該細部実施要領及び受講者名簿

を海幕人教部長及び関係する部隊等の長へ通知する。 

イ 実施者は、能力開発設計集合訓練及び任期制士将来設計教育の

実施に関するデータを人事システム（就職援護機能）に入力する。 
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(3) その他 

ア 能力開発設計集合訓練を、部内においては「キャリアアップ４５」

と呼称する。 

イ 任期制士将来設計教育を、部内においては「キャリアビジョン設

計教育」と呼称する。 

 

第５ 届 出 

 １ 求職活動開始の届出 

(1) 在職中に離職を前提として自己求職活動を開始する隊員は、求職

活動開始前に「求職活動開始の届出」（別紙様式１１）を所属する部

隊等の長及び就職援護担当部隊等の長に届け出るものとする。 

(2) 就職援護担当部隊等の長は、隊員と対象となる営利企業等との利

害関係（自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第８７条の５

に規定する利害関係（政令第８７条の８に規定する在職中の求職に

より公務の公正性の確保に支障が生じないと認められる場合を除

く。）を確認し、利害関係企業等に該当する場合は、退職管理通達第

３第１項第１号の「利害関係企業等に対する求職承認申請書」を提出

させる。 

(3) 部隊等の長は、届出隊員の求職活動の状況把握に努め、再就職の約

束を確認した場合は、退職管理通達第７第１項第１号の「在職中に再

就職の約束をした場合の届出」を提出させる。 

(4) 就職援護担当部隊等の長は、必要に応じ就職援護隊員に支援させ

るものとする。 

２ 届出の確認等 

(1) 退職管理通達第７及び前項の各届出に関し、海幕補任課長は、海幕

援護業務課長と情報の共有に努めるとともに、確認に際しては協力

を得るものとする。 

(2) 各地方総監は、届出の趣旨を踏まえ適切に処理するものとする。 

 ３ 届出の記入要領 

   退職管理通達第７の各届出の記入要領は、再就職情報の届出に係るマ

ニュアル（通知）（防人計第４４５４号。２９．３．２８）によるもの

とする。 

 

第６ 報 告 

   就職援護担当部隊等の長は、海上幕僚長に対し、若年定年等隊員の就

職の援助について（通達）（防人育（事）第７号。２７．１０．１）第



 
 
9 

４第３項に基づく各種報告を、各四半期及び年度終了の翌月１５日まで

に実施する。 

   なお、付紙様式第１０及び第１１によるもの以外の報告は、人事シス

テム（就職援護機能）への必要なデータ入力によるものとする。 



 

                                   別紙様式第１ 

就 職 希 望 事 前 調 査 票    （記入後「個人情報」） 

定年退職予定日：  年  月  日 令和  年  月  日現在 

氏 
 

名 

 

                

（生年月日：昭  ．  ．  ） 男・女 

階級（昇任年月日） 
所属配置 

［内線８－   －   ］ 

（  ．  ． ） （発令日） （  .  .  ） 

最
終
学
歴 

 
健康状況 

（既往症等） 
 資格免許等  

現
住
所 

〒   － 

 

（℡：            ） （携帯：            ） 

官舎・自宅  

その他（      ） 

 

退職後の 

居 住 地 

〒   － 

 

［最寄駅：    線    駅 バス・徒歩  分］（℡：         ) 

自宅 

その他 

（       ） 

家

族

の

状

況 

続柄 氏  名 生年月日 年齢 
職業・学校 

（学年） 
健 康 扶 養 同別居 特記事項等 

     健・否 有・無 同・別  

     健・否 有・無 同・別  

     健・否 有・無 同・別  

     健・否 有・無 同・別  

     健・否 有・無 同・別  

就職援護

希   望 
順位 希望勤務地 職  域 

区  分 

（職 例） 
特記事項等 

有・無 

１     

２     

３     

職業訓練

希   望 
順位 部内技能訓練 

部外技能訓練 

（車両操縦訓練含む。） 
通信教育 

 
有・無 

１    

２    

自由記述欄（就職援護に関する具体的な内容、要望等を記述してください。） 

 

 

 

 

職業訓練の履歴：           

  

       本票に記載された個人情報は、就職援護業務以外には使用しません。 

 1０ 



  別紙様式第２ 

就 職 希 望 事 前 調 査 票 
（任期制自衛官用）         （記入後「個人情報」） 

 

任満予定日：  年  月  日 令和  年  月  日現在 

氏 
 

名 

 

                

（生年月日：平  ．  ．  ） 男・女 

階級（昇任年月日） 
所属配置 

［内線８－   －   ］ 

（  ．  ． ） （発令日） （  .  .  ） 

最
終
学
歴 

 
健康状況 

（既往症等） 
 資格免許等  

現
住
所 

〒   － 

 

（℡：            ） （携帯：            ） 

官舎・自宅  

その他（      ） 

 

退職後の 

居 住 地 

〒   － 

 

［最寄駅：    線    駅 バス・徒歩  分］（℡：         ) 

自宅 

その他 

（       ） 

家

族

の

状

況 

続柄 氏  名 生年月日 年齢 
職業・学校 

（学年） 
健 康 扶 養 同別居 特記事項等 

     健・否 有・無 同・別  

     健・否 有・無 同・別  

     健・否 有・無 同・別  

     健・否 有・無 同・別  

     健・否 有・無 同・別  

就職援護

希   望 
順位 希望勤務地 職  域 

区  分 

（職 例） 
特記事項等 

有・無 

１     

２     

３     

職業訓練

希   望 
順位 部内技能訓練 

部外技能訓練 

（車両操縦訓練含む。） 
通信教育 

 
有・無 

１    

２    

勤務に対する基本的な考え方 

 

１ ３曹昇任を希望 

２ 任期満了退職を希望 

 

３曹昇任希望者のみ記入 

 

任満退職等決心時期 

   歳まで、３曹昇任に向け活動 

   年  月から任満退職に向け活動 

退職することになった場合の進路等 

１ 就職援護を希望     

２ 自己開拓で就職     

３ 進学等 

４ その他 

分隊長の確認 

職   名           階 級      氏       名   

 

      本票に記載された個人情報は、就職援護業務以外には使用しません。 

１１ 



 

別紙様式第３  

 

 

職 務 経 歴 書 

 

令和 年 月 日 

 

氏 名        

 

（   歳） 

 

 １ 主な職務経歴等 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 職務を通じて体得した能力 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 自己ＰＲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 免許・資格 

 １２ 



                                     別紙様式第４ 

  

就 職 希 望 調 査 票 
 

 

令和  年  月  日現在 

 

ふりがな 

男 
女 

階 級（任命年月日） 

氏 名              

（認識番号          ） 

 

（  .  .  ） 

      

年    月    日生 

（満   歳） 

号 俸（昇給年月日） 

 

（  .  .  ） 

現階級における定年退職予定日又は 

任期満了予定日 

        年   月   日 

職 種 （ 主 特 技 ） 

 

（       ） 

所 属 

 

（防衛省内線  －    －     ） 

現 職（兼務職） 

本 籍 

 

現住所   〒 

 

（電話   －    －    ）（携帯   －    -    ） 

官舎・自宅・その他 

退職後の居住地又は居住予定地  〒 

 

（電話   －    －     ） 

（最寄り駅         駅下車バス・徒歩   分） 

自宅・借家・その他 

就職援護 

希望の有無 

（有・無） 

順位 勤務地 業 種 職 域 
区 分 

（職 例） 
希望年収（税込み） 

１     

約   万円 ２     

３     

職業訓練 

希望の有無 

（有・無） 

順位 部内技能訓練 
部外技能訓練 

（車両操縦訓練含む。） 
通信教育 

１    

２    

○再就職の優先順位（1～3の数字で記入）：□ 勤務地  □ 業種・職種  □ 給 与 

 

○通勤時間 ：   分以内        ○土日勤務 ： 可 ・ 否 

 

○夜間勤務 ： 可 ・ 否       ○単身赴任 ： 可 ・ 否 

 

○ その他希望事項「無」としたものは自営等再就職の方針について記入する。 

 

本表に記載した個人情報は、就職援護業務以外には使用しません。 

受 理 

番 号 №． 

調 査 書 Ｈ    ．   ． 

履 歴 書 Ｈ    ．   ． 

１３ 

昭和  

平成  

 

（写  真） 

 １ 縦３６～４０ｍｍ  

横２４～３０ｍｍ 

 ２ 上半身 

３ 脱帽、私服（背 

広）ネクタイ着用 

 ４ 最近３か月以内 

   のもの 



 

（記入後「個人情報」） 

最終学歴（専攻科目・卒業年次） 

 

（取得年月日） （資格免許等名） 

入隊期別 

職  歴 

健康状態：強健、健康、やや健康、不健康 

定期健康診断：  年  月 、判 定： 

既往症・持病等 

退 職 手 当 退 職 厚 生 年 金 若年定年退職者給付金 

万円 
特別支給（  歳から）     万円 第１回      万円 

本来支給（ 65歳から）     万円 第２回      万円 

（主要自衛隊歴）  

家

族

の

状

況 

氏  名 

（生年月日） 
続
柄 

年
齢 

健康

状態 
職業（勤務先）学校（学年） 

扶養

義務 

同居 

別居 

 

（  ．  ．  ） 

    有 

無 

同 

別 

 

（  ．  ．  ） 

    有 

無 

同 

別 

 

（  ．  ．  ） 

    有 

無 

同 

別 

 

（  ．  ．  ） 

    有 

無 

同 

別 

 

（  ．  ．  ） 

    有 

無 

同 

別 

 

（  ．  ．  ） 

    有 

無 

同 

別 

部隊等の長の確認 

職   名           階 級      氏       名   

   

規格：Ａ列３判 

 

１４ 



 

                                     別紙様式第５ 

                                    No.       

履 歴 書           年  月  日現在  
写真 

１ 縦36～40mm. 

  横24～30mm. 

２ 本人単身胸から上 

３ 脱帽、私服（背

広）、ネクタイ着用 

４ 最近３か月以内の

もの 

 

ふりがな 

氏  名 

年  月  日生（満   歳） 男・女 
 

ふりがな 
電話 

現住所 〒 

携帯 

ふりがな 
電話 

連絡先 〒      （現住所以外に連絡を希望する場合のみ記入） 

携帯 

年 月 学歴・職歴（各別にまとめて書く。） 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

  

   

   

   

   

記入上の注意：①鉛筆以外の黒又は青の筆記具で記入 

       ②数字はアラビア数字で、数字は楷書で崩さずに記入する。 

 

 

１５ 



 

年 月 学歴・職歴（各別にまとめて書く。） 

   

   

   

   

   

   

   

年 月 免 許・資 格 

   

   

   

   

   

   

   

 

通勤時間 

約  時間   分 

扶養家族（配偶者を除く。） 

人 

配偶者 

 

 有・無 

配偶者の扶養義務 

 

有・無 

 

 

 

 

 

                                    規格：Ａ列３番 

 

 

 

１６ 



   別紙様式第６ 

求 職 票 

定 応 満 依

備　考

＊太線の枠内のみ本人が記入する。

 東　　　　第　　　　号

初度面接指導の実施

照会状発行番号：

相談・連絡・紹介記録

年　月　日 措　置　事　項 年　月　日 措　置　事　項

求 人 受 理 番 号 ：

事 業 所

の 規 模

資本金

　　　　万円

従業員

　（全　　人）

（　　　　）（　　　　）
　　　　　円

（　　　　　円）就 職 日 年　　　月　　　日　

氏名等を伏せた求職情報等への掲載の可・否
　　・可 特記事項：

　　・不可

就
職
先
事
業
所
条
件

事 業 所 名
所在地

〒 ℡

産業（符号） 職業（符号）給与・月額（年額）

採 用 内 定 日 年　　　月　　　日　

学 歴（　　　　　）

第３

退職予定　年　月　日
住
所

〒 Tel

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）（　　   　円）

最 終 資格
免許

最　終
部隊等

（ふりがな）
　氏　　名

　
　　　　年　　　月　　　日生（　　　歳）

家
族
状
況

（　　   　円）
第２

第２

第３
（　　   　円）

希

望

職

業

⌒

最

低

手

取

月

額

︶

第１

希
望
勤
務
地

第１

区分 陸　海　空 援護担当機関 受理番号 受理年月日

求職票兼管理簿
定年 任満

階 級

退職自衛官無料職業紹介所

 

１７ 



  別紙様式第７ 

                               発 簡 番 号 

                                                              ．  ．   

（就職援護担当部隊等の長）  殿 

 

                                              （就職援護担当部隊等の長） 

                          職業紹介希望隊員の援護依頼について 

 

  標記について、下表のとおり依頼する。 

所属部隊等名 階級 氏  名 認識番号 
退職予定 

年月日 
希望再就職地 備   考 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 

                                                         

１
８
 

 



　

　

　   

別紙様式第８

1
9

・退職自衛官の採用に関する確認事項

即応予備自衛官 予備自衛官

含む ・ 含まない　）/

）

円　）

円

有　　（　再雇用又は勤務延長

（前年度実績）年

円～

歳）・　無

万円　）

・

　 制度

円円～

にチェックを入れていただくことも可能です。）

　（確認した場合は□にチェックして下さい。）

円

円

円

賞与を （

）

雇 用 ・ 労 災 ・ 健 康 ・ 厚 生 ・ 退 職 金 共 済 ・ 財 形

予備自衛官等希望者の採用（採用をご検討いただける場合は□にチェックを入れて下さい。両者

手当

手当

  有（入居可 ・ 不可 ）・

可 ・ 否

（ベースアップ込みの前年度実績）　年

歳）・　 無

確認
事項

所 在 地

(

）

採 用 事 務
担 当 者

課係名 氏名

(

人

通勤

住込

）１ 正社員　 

受理番号

Ａ　Ｂ　Ｃ　Ｄ

）

退職自衛官東京無料職業紹介所

賃 金 形 態

休 日

雇用形態

職　　種

採用
人員

役 職 名

（２ 正社員以外

１ 派遣・請負でない

２ 有期雇用派遣 ３ 無期雇用派遣

就
業
場
所

　 事業所に同じ。　同じでない場合は住所を記入。

特記事項：

）

）線（

職
務
内
容

(雇用対策法施行規則第１条の３第１項に該当する場合）

職
種
・
年
齢
等

）分）駅・バス停から徒歩で（（

４ 請負　※他の事業所で就業する仕事の場合

学　　歴

必
須
技
能
等

人） 万円

労働
組合

・

人

事
業
所
の
概
要

生産品目
事業内容

創立
設立

（年商額など最近の業績）

年

雇
用
期
間

）

（全従業員数）

(うち女子 人）

（
有 無

（月平均
有

無

可能性：
地本 ・ 陸 ・ 海 ・ 空

時
間
外

日

）・ 無

無  ）

　
就

　
業

　
時

　
間

・ 異なる（

（  有  ・

手当

時間）

・有

（固定残業代：

紹　介　期　限

　　年　   月      日

紹　　介　　所　　専　　用　　整　　理　　欄 受付機関整理欄

・　　　・

定め無

土曜・日曜・祝日・その他（

・　原則更新）

筆記試験 ・

円まで） ・  定額（

その他（

円

円

休
憩
時
間

円

円～

手当

円～

円

円

個人の状

態に応じ

て支払わ

れる賃金

屋 内 の 受
動 喫 煙 対
策

　　あり（ 禁煙 ・ 喫煙室あり ）

賞 与

手当

仕事の内容：

ｂ手当

毎月

賃

定 期 的に

支 払 われ

る 賃 金

手当

   同じ

定 年 制

指定のない場合の有効期間は３か月間です。

）月
従業員数

加 入 保 険

資本金
書類選考 ・

無

時間相当分）/

手当

  有（入居可 ・ 不可 ）・

(  有・

無  )

（

月分又は

年

）月

)時間

分まで

円～

円～

分から

）回・その他（

～ 時

完全・隔週・月（

受理年月日

（ふりがな）

求　　人　　票
職業分類番号

交
替
制

定め有

・更新の有無

分

［
個
人
情
報
苦
情
及
び
相
談
窓
口
］
一
般
財
団
法
人
自
衛
隊
援
護
協
会
　
事
務
局
総
務
課
（
0
3
‐
5
2
2
7
‐
5
4
0
0
）

［
個
人
情
報
の
お
取
扱
い
に
つ
い
て
］
個
人
情
報
保
護
管
理
者
 

事
務
局
長

（
記
入
上
の
注
意
）
太
線
枠
内
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

〒

事 業 所 名

　
て
は
、
左
記
に
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。
遅
滞
な
く
回
答
い
た
し
ま
す
。

　
は
あ
り
ま
せ
ん
。
な
お
、
所
定
の
項
目
に
ご
記
入
い
た
だ
け
な
い
場
合
に
は
、
適
切
な
対
応
が
で
き
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。
開
示
対
象
個
人
情
報
に
つ
い

　
場
合
が
あ
り
ま
す
。
求
職
者
へ
の
提
供
、
本
人
の
同
意
が
あ
る
場
合
又
は
法
令
に
基
づ
く
場
合
を
除
き
、
取
得
し
た
個
人
情
報
を
第
三
者
に
提
供
す
る
こ
と

　
ご
記
入
い
た
だ
い
た
個
人
情
報
は
、
求
人
者
に
適
切
な
人
材
を
紹
介
す
る
た
め
に
利
用
い
た
し
ま
す
。
上
記
利
用
目
的
達
成
の
た
め
一
部
業
務
を
委
託
す
る

代 表 者
氏 名

番
号

産業分類番号

（

～ 時

時 分時

分

分時

)(

週休２日制

・
有

無

日 ・ その他賃 金 支 払

特記事項
この間の

賃金締切日毎月

年俸制 ・ 月給制 ・ 日給制 ・ 時間給制 ・ その他（

機
　
関
　
名

）

年
月
日

～

ａ基本給＜月額で表記＞
(     ）

日 ・ その他

円

記　　　　　事

（

担
当
者

分

円～

※ 固定残業代を採用する場合、固定残業代相当時間を超える時間外労働分は追加で支給

円

ａ+ｂ

円

円手当

無  )

通勤手当　　実費（最高

円～

円～

手当

　　　　　　

・採用を希望する者の自衛隊時の階級

（　年

通　学

月

有　　（

円

時間分）

福
利
厚
生
等

（条件有

分

(  有・

 　制度

分

定年制

任期制

金

毎
 

月
 

の
 

賃
 

金
 
（
税
 

込
 

み
）

－

時

・採用希望期限

①

退職金制度必要な経験（年数）・技能・知識・免許資格

面　接

年勤続）・　無有　　（最低

・ 無

・ 有
備
　
　
　
考 ・そ の 他

昇 給

年間休日数

・雇用期間経過後に正社員

時間外手当（月平均

　（期間の定め無）登用の

手当

世 帯 者 用

・試用期間

日　

労働条件：

単身者用住 宅

・選考方法

（

年俸制の場合の金額

回

就
業
時
間

無

時

(

単位等：

人

（

・無

その他（

※変形労働時間制の場合　　　　　　　

※シフト制の場合　　　　　　　

時②

③



取扱者

㊞

採

別

採

否

採

否

採

否

採

否

採

否

採

否

採

否

2
0

空

情
報
処
理
欄

紹
 
　
介
　
 
状
　
 
況
　
 
欄

陸

海

㊞

陸

・

確認済 　　　　（　　　　　）

否
確認事項

空

区　  分 不調理由等

事業所名 紹介所整理番号

年 月 日 処　　　置　　　概　　　要

階　　級 （年　　　令）

備 考

紹介年月日 自 衛 隊 所　　属 氏　　　　　　　名 採用年月日 取扱者

・

・

海

確認済 　　　　（　　　　　）

確認済

陸

海

確認済 　　　　（　　　　　）

海

空

陸

海 ・

空

　　　　（　　　　　）空

陸

確認済 　　　　（　　　　　）

陸

海 ・

空 　　　　（　　　　　）

・

海 ・

確認済 　　　　（　　　　　）

確認済

※紹介年月日において、退職自衛官の採用に関する確認事項に変動がないことを確認し、当該確認が取れた場合には「確認済」を○で囲むこと。

陸

空



                                       別紙様式第９ 

                   求 人 票 

（第6号様式）（太線内のみ記入してください。） 

 求人申込年月日    年  月  日 紹介期限    年  月  日 

会

社

概

要 

名称又は氏名  

住 所  

電 話  

Ｆ Ａ Ｘ  

メールアドレス  

面接等人事担当          部      課  （氏名） 

加盟船主団体  

労働協約締結 有（組合名）       ・無 就業規則 有・無 給与規定 有・無 

加入保険 船員保険（失保適用・失保非適用）・その他（                ） 

保有船舶数     隻・総トン数       トン 雇用船員数 人 

定年制     有（定年年齢      歳）・無 

 

 受付番号  ※求人件数 件 目 

配

乗

予

定

船

舶

及

び

求

人

条

件

等 

船 種  航行区域  総トン数 トン 

機関・出力         ・      キロワット 乗組員数 人 

主要航路又は主な操業海域  

選考方法  
主用積載貨物又は漁業種類  

賞与 年 回 （      月分又は       円） 昇 給 年   回 

就業時間（操業中を除く） 1日平均   時間 残 業 1月平均    時間 

休 日          月  日 休 暇              年     日 

職 種  求人数 人 年 齢          歳～        歳 

雇用期間 常  用・期間雇用（    年  月～     年    月） 

海技免状      級～      級 海上実歴 要（    年以上）・不要 

その他特に必要とする資格又は経験  

月額手取賃金                        円 

備考 

※ 同時に複数の求人を申請する場合は、二件目以降の求人については波線部より下の欄のみ記入を要する。 

  なお、その場合は求人件数欄に件数を記載すること。 

 

 

 

２１ 



 別紙様式第１０ 

発 簡 番 号 

                                                               ． ． 

 海 上 幕 僚 長  殿 

                                                      就職援護担当部隊等の長 

進路設計相談業務実施状況報告 

（令和  年度  ／四半期分） 

区 分 

相  談  者  数 延べ相談件数とその内容  

備  考 

相談内容等 

特記事項 

相談者の退職予定日 

計 
進路選択に関す

る相談 

再就職に関す

る相談 

生活設計に

関する相談 

その他の

相談 
計 

６月前 １年前 
２～３ 

年前 

４～５ 

年前 
６～10年前 

11年 

以上前 

佐官 

新規 

相談員数 
       

      
延べ相 

談員数 
       

尉官 

新規 

相談員数 
       

      
延べ相 

談員数 
       

准・曹 

新規 

相談員数 
       

      
延べ相 

談員数 
       

士 

新規 

相談員数 
       

      
延べ相 

談員数 
       

合 計 
新規 

相談員数 
            

 

２
２
 

 



別紙様式第１１

令和 年 月 日

殿

所　属

階　級

氏　名

「退職管理業務事務処理要領について」第５第１項に基づき、次のとおり届け出ます。

（企業名）

（住所）

（企業名）

（住所）

（企業名）

（住所）

（企業名）

（住所）

平成 年 月 日

23

 ３　求職活動開始（予定）日

 ４　備　考

 ２　求職予定企業

求 職 活 動 開 始 の 届 出

 １　現配置

（就職援護担当部隊等の長）
（所属部隊等の長）



 

 

                                     発 簡 番 号 

                                      ．  ．   

        地 方 総 監  殿 

                        

                          部 隊 等 の 長 の 職 名 

 

令和  年度職業訓練参加希望者名簿 

（区分）部内技能訓練 

    部外技能訓練（公的部門受験対策講座を含む。）        

    車両（自動車）操縦訓練 

    防災・危機管理教育 

訓練課目 時
期 

場 所 

（訓練校） 
階
級 

氏 名 
入 隊 期 別 

（年月日） 

退職予定

年 月 日 

特技及び

公資格 
備 考 

         

注：教育課目は、警備担当区域別に記入する。 

付 紙 様 式 第 １ 

２４ 



    付紙様式第２ 

                                                           発 簡 番 号 

                                                             ．  ．   

     地 方 総 監  殿 

 

                                                  部隊等の長の職名 

 

令 和    年 度 通 信 教 育 参 加 希 望 者 名 簿 

 

課 目 認識番号 階 級 氏 名 年 齢 
退職予定

年 月 日 

再就職希望予

定 業 種 
自 宅 住 所 郵 便 番 号 備 考 

          

          

          

          

          

          

 

 

   

 

     

          

          

 

 

 

２
５
 

 



 

 

                                     発 簡 番 号 

                                      ．  ．   

  海上幕僚監部 

   人 事 教 育 部 長 殿 

                        

                          部 隊 等 の 長 の 職 名 

 

令和  年度退職管理教育参加希望者名簿 

 

（区分）第 回上級管理講習 

 

所  属 階 級 氏 名 
生 年 

月 日 

退 職 予 定 

年 月 日 
宿泊の要否 備 考 

       

       

       

       

       

       

       

       

 

 

 

 

 

 

付 紙 様 式 第 ３ 

２６ 



 

 

                                     発 簡 番 号 

                                      ．  ．   

   地 方 総 監  殿 

                        

                          部 隊 等 の 長 の 職 名 

 

令和  年度退職管理教育参加希望者名簿 

 

（区分）第 回中級管理講習 

就職補導教育 

所  属 階 級 氏 名 
生 年 

月 日 

退職予定 

年 月 日 

受講希望 宿 泊

の 要

否 

備 考 

場 所 時 期 

         

         

         

         

         

         

         

         

 

注：宿泊は部内泊とする。  

 

 

 

 

 

付 紙 様 式 第 ４ 

２７ 



 

                                     付紙様式第５ 

                                     発 簡 番 号 

                                      ．  ．   

海上幕僚監部 

人事教育部長  殿 

 

                                地 方 総 監 

 

令和  年度職業訓練参加希望者数等通知 

    部内技能訓練 

（区分）部外技能訓練（公的部門受験対策講座を含む。） 

    車両（自動車）操縦訓練 

    防災・危機管理教育 

    通信教育 

区
域 

適格者の 

所属地区 

場 所 

（訓練校） 
訓練課目 時 期 

参加希望者数 経費（予算科目別） 
備考 

幹 准 曹 士 計    

警 

備 

区 

内 

 

 

横須賀 

木更津 

東京 

 

 

 

 

 

(合計) 

 

 

 

２術校 

 

 

高圧ガス

製造保安

責 任 者

（第３種

冷凍機械

責任者） 

 

 

 

27.7 下

旬 

～８中

旬 

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 

 

警 

備 

区 

外 

 

 

 

 

呉 

 

佐世保 

 

 

 

 

 

（合計） 

 

 

 

 

2術校 

 

 

 

 

高圧ガス

製造保安

責 任 者

（第３種

冷凍機械

責任者） 

 

 

 

 

27.7 下

旬 

～８中

旬 

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 

 

（例）部内訓練・・・横総監の記載

例 

総記 

２８ 



 

付紙様式第６ 

令 和    年 度 職 業 訓 練 基 準 枠 

（         警 備 区） 

区分・訓練課目 単位 定年制 任期制 計 場 所 実施時期等 

部 

内 

技 

能 

訓 

練 

調理師 

人 地方総監所定 

  

  
４術校 

  

  

危険物取扱者（乙種） 
 

 

  

  

２級ボイラ技士  
２術校 

  

ガス溶接技能者 
   

 ３術校  

高圧ガス製造保安責任者 

（乙種機械責任者） 
 

 

 

２術校 

  

  

  
高圧ガス製造保安責任者 
（第３種冷凍機械責任者） 

一般毒物劇物取扱者 
 

 
３術校 

  

  

体育施設管理士    

電気工事士 
   

 ２術校  

ＪＩＳ溶接工技術検定 

（電弧溶接基本級） 

 ３術校   

 ２術校  

公害防止管理者 

（水質関係第４種） 

 ３術校  

 ２術校  

消防設備士 

（乙種第６類） 

 ３術校  

 ２術校  

計       

部外技能訓練（車両（自動車）操縦訓

練を含む。） 
千円    - - 

部外技能訓練（公的部門受験対策講

座） 
人 -     

防災・危機管理教育（上申枠） 人  -    

通信教育 千円    - - 

 

 

 

 

 

 

２９ 



 ３０ 

付紙様式第７ 

発 簡 番 号 

                                       ．  ．   

 

 

 部 隊 等 の 長  殿 

 

 

                                地 方 総 監 

 

令和  年度職業訓練参加予定者名簿 

 

    部内技能訓練 

(区分）部外技能訓練（公的部門受験対策講座を除く。） 

    車両（自動車）操縦訓練 

訓練課目 時 期 
場 所 

（訓練校） 
所 属 階 級 氏 名 特 技 備 考 

        

 

 

  



 

付紙様式第８ 

発 簡 番 号 

．  ．  

 海上幕僚監部 

   人 事 教 育 部 長 殿 

地 方 総 監     

職業訓練（公的部門受験対策講座）参加予定者名簿 

序 列 所 属 配 置 階 級 
氏 名 

（生年月日） 
期 別 

退職予定年月日 

（認識番号） 
志望官公署名 備  考 

   
 

  

  
 

   
 

  

  

 

   
 

  

  

 

   

 

  
  

 

   
 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

３
１
 



 

 

付紙様式第９ 

発 簡 番 号 

．  ．  

海上幕僚監部 

人 事 教 育 部 長  殿 

地 方 総 監     

職業訓練（防災・危機管理教育）参加予定者名簿 

所 属 
階 級 

（年月日） 

氏 名 

（生年月日） 
期 別 

職 種 

(保有資格) 

現 職 務 

（補職年月日） 

退職予定年月日 

（付 発 令） 参加希望月 備  考 

   
 

  
  

 

   
 

  
  

 

   
 

  
  

 

   
 

  
  

 

   
 

  
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
３
２
 

 



 
付紙様式第１０ 

          
                        

令和     年度 職業訓練実施報告 
                                 

 
 

課 目 名 
 

 
 
実施方法 
 

 
 
期 間 
（Ｗ） 

 
人       員 

 
経 費（ 千 円 ） 

 
他 自 衛 隊 

 
依 頼 人 員 

 
 

備 考  
幹部 

 
准尉 

 
曹 

 
士 

 
計 

 
科   目   別 

 
計 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

３
３

 



 
付紙様式第１１ 

                                    
 

令和     年度 退職管理教育実施報告 
                                 

 
 

実 施 項 目 
 

 
 
対 象 人 員 

 

 
実    施    時    期 

 
 実 施 担 当 
 
 部 隊 等 

 
経 費（ 千 円 ） 

 
 

備 考 
 

 
１／四 

 
２／四 

 
３／四 

 
４／四 

 
科   目   別 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

３
４

 



別表第１

公的部門を除く 公的部門

呉地方総監 舞鶴地方総監
　付表に示す基準に基づき参加希
望者を舞鶴地方総監に通知

大湊地方総監 横須賀地方総監
　付表に示す基準に基づき大湊地
方総監部警備区所在部隊隊員の参
加希望者を横須賀地方総監に通知

（翌年度の）職業訓練参
加希望者数等通知

各地方総監 海幕人教部長 通知

職業訓練基準枠
（参加人数等）

海幕人教部長 各地方総監 通知

参加予定者名簿
海幕人教部長
各地方総監

※
実施者
関係する部隊
等の長

通知
付紙様式第８
（毎3/20）

付紙様式第７
（毎3/20又は契
約後速やかに）

付紙様式第９
（毎3/20）

注１

様式適宜
（実施の約2か
月前まで）

様式適宜
（実施の約2か
月前まで）

様式適宜
（実施の約2か月

前まで）

※　公的部門及び防災・危機
　管理教育の実施者は、海幕
　人教部長とする。
注１　防災・危機管理教育の
　　参加者決定後、海幕人教
　　部長は各地方総監、３術
　　校長及び関係する部隊等
　　の長へ参加者を通知する。

実施要領の作成・通知(参
加者名簿を含む。)

※
実施者

※
海幕人教部長
関係する地方
総監
関係する部隊
等の長

通知
様式適宜

（実施の約１か
月前まで）

様式適宜
（実施の約１か
月前まで）

様式適宜
（実施の約１か
月前まで）

様式適宜
（実施の約１か
月前まで）

様式適宜
（実施の約１か
月前まで）

※1　公的部門の実施者は、海
　 幕人教部長とする。
  2　送付先の海幕人教部長は
　 公的部門を除く。

職業訓練・退職管理教育
実施報告 実施者 海上幕僚長 報告

様式適宜
（実施の約１か月前まで）

参
加
者
希
望
者
の
調
査

付紙様式第7
（部内:毎3/20、部外:契約後速

やかに）

職
業
訓
練
等
の
実
施

付紙様式第１１
（年度終了後30日以内）

付紙様式第１０
（年度終了後30日以内）

様式適宜
（実施の約１か月前まで）

※1　海幕人教部長は上級管理
　 講習のみ
  2　各地方総監が発簡する場
　 合は関係する部隊等の長の
　 み

（翌年度の）参加希望者
名簿

部隊等の長

※
海幕人教部長
関係する地方
総監

付紙様式第１
（毎12/20まで）

付紙様式第２
（毎12/20ま

で）

付紙様式第３
（毎1/20まで）

※　海幕人教部長は上級管理
　講習のみ

通知

通知

部隊等の長
様式適宜

（毎１１月下旬）
様式適宜

（発簡者所定）

付紙様式第４
（毎1/20まで）

付紙様式第４
（各地方総監所

定）

備　　考職業訓練 退職管理教育

部外技能訓練
車両（自動車）

操縦訓練
防災・危機
管理教育

通信教育 上級管理講習 中級管理講習部内技能訓練 就職補導教育

様　式
（実施時期）

職業訓練及び退職管理教育

実
施
基
準
枠
等
の
通
知

（翌年度の）職業訓練・
退職管理教育実施計画

様式適宜
（毎１１月下旬）

※
海幕人教部長
各地方総監

（翌年度の）中級管理講
習参加希望者名簿

通知

内容手続 発簡者 送付先
実施区分

付紙様式第６
（毎2/1まで）

付紙様式第５
（毎1/15まで）

様式適宜
（毎2/10まで）

３
５



 

                                          付 表 

中級管理講習の受講区分の基準 

 

実施者 受講区分の基準 参加者の調整 

第１術科学校長 

１ 呉地方総監部に在籍する艦艇に勤務する者 

２ 呉地方隊の警備区域に所在する部隊等（阪神基地隊を除

く。）に勤務する者 

呉地方総監 

第２術科学校長 
１ 横須賀地方総監部又は大湊地方総監部に在籍する艦艇に

勤務する者 

２ 横須賀地方隊又は大湊地方隊の警備区域に所在する部隊

等に勤務する者 

横須賀地方総監 

第３術科学校長 

第４術科学校長 

１ 舞鶴地方総監部に在籍する艦艇に勤務する者 

２ 舞鶴地方隊の警備区域に所在する部隊等及び阪神基地隊

に勤務する者 

舞鶴地方総監 

佐世保教育隊司令 
１ 佐世保地方総監部に在籍する艦艇に勤務する者 

２ 佐世保地方隊の警備区域に所在する部隊等に勤務する者 
佐世保地方総監 

 

注：地方総監は受講者が再就職を希望する地域等による教育効果又は講習施設の収容能力の制約等に

より、この基準により難い場合は、地方総監間の調整により受講場所を変更することができる。 
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別表第２

（翌年度の）能力開発設計
集合訓練実施計画

海幕人教部長
実施者
部隊等の長

通知
様式適宜

（毎１２/１０まで）

（翌年度の）任期制士将来
設計教育実施計画

各地方総監
実施者
関係する部隊等の長

通知
様式適宜

（毎２月末まで）

参加希望者名簿 部隊等の長 就職援護担当部隊等の長 通知

教
育
の
実
施

細部実施要領の作成及び受
講者名簿の通知

就職援護担当部
隊等の長

海幕人教部長
関係する部隊等の長

通知

将来設計に関する教育

様式適宜
（就職援護担当部隊等の長所定）

様式適宜
（教育開始の１か月前まで）

参
加
希
望
者
の
調
査

備　　考手続 内容 発簡者 送付先
実施区分
（通知）

様　式
（実施時期）

能力開発設計集合訓練
（キャリアアップ４５）

任期制士将来設計教育
(キャリアビジョン設計教育)

３
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